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会計年度任用職員制度の導入及び関係条例（案）の概要
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1 制度導入の背景

地方公共団体の臨時・非常勤職員は、全国で教育､子育て等様々な分野で活躍していることから、

地方行政の重要な担い手となっている。一方で、各地方公共団体によってその任用・勤務条件等に

関する取扱いがまちまちな状況があった。 ~

そのため、今般の「地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律」により、臨時・非常勤

職員について統一的な取扱いを定め､~各地方公共団体における臨時・非常勤職員制度の適切な運用

を確保しようとするものである。
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2市における会計年度任用職員制度 斗佃K “"

令和2年4月,口から現行制度の轤羅及び臨羅､労働者性の高い特別職非常勤職員を会
計年度任用職員（一般職の非常勤職員） として任用する｡

この会計年度任用職員を任用期間、業務の内容等により、 「専門職」 と 「アシスタント職」 とに

区別して運用する。具体的には次のとおりとする。

(1)専門職

継続的に必要な職であるが業務が断続的である業務や学識・知識･経験等に基づき特定の業務

に従事する職とする。主に1年度間任用され、現行の嘱託職員及び労働者性の高い特別職非常勤

職員（消費生活相談員、スクールソーシャルワーカーなど）がこれに該当する。

~ (2)アシスタント職

定型的で判断を要しない業務等に従事し、業務の繁忙や職の臨時性を勘案した上で、その都度

任用する職とする。任用期間が比較的短期で、現行の臨時職員がこれに該当する。

~ （岡u鮴）
3会計年度任用職員制度導入による移行のイメージ ‘ ~

【その他の特別職非常勤職員】 【嘱託職員】 【瞳時職員】
地方公溺員法第3栄鯆3項第3号 地方公務貝法第22粂翻5項

(労働者性高い)※’
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公務員瑳第量2栄の2鰯1弱蕗1号

（臨時職員）
新地方公蕊貝瑳徳2堂采の3第1項寺

＜アシスタント職＞

現行の鴎時職員

＜専門職＞~

現行の嘱託職員
消費生活相談員
国際交流員(CIR)
スクールソーシャルワーカー
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後
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など

※1 労働者性の有無については、指揮監督下の労働かどうか、報酬が労務に対する対償かどうかなどを考慮して総合的に判断される。

※2新地方公務員法においては、幣時勤務を要する職に欠員を生じた場合に、フルタイムで任用され、常勤職員が行うべき業務に従事すると

ともに、給料、旅費及び手当が支給されることとなる。そのため、 「常勤職員が行うべき業務以外の業務に従事する職」又は「パートタイ

ムの職」への任用は認められない。 ~ ~

4会計年度任用職員制度と現行制度の比較
h

別紙のとおり
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5会計年度任用職員制度導入に伴う影響額
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約8，000万円

6関係条例の整備

(1) ~地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例~(案）

~次の条例について、以下のとおり改正を行う。

~ア小平市職員の分限に関する条例の一部改正~ ~

~ 会計年度任用職員の休職の期間については、当該会計年度任用職員の任期の範囲内とする。

イ小平市職員の懲戒に関する条例の一部改正

会計年度任用職員の減給については、遇勤手当相当額及び時間外勤務手当相当額を除いた

報酬の月額の10分の1以内を減ずるものとする。

ウ小平市職員の育児休業等に関する条例の一部改正

会計年度任用職員制度の導入に伴い、会計年度任用職員を含む非常勤職員の育児休業及び

部分休業に関する事項（取得できる者､期間等）を規定する。

エ小平市職員の勤務時間､休日、休暇等に関する条例の一部改正

会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等については、その職務の性質等を考慮して、

規貝ﾘで定めることとする。

(2)小平市会計年度任用職員の報酬､~費用弁償及び期末手当に関する条例（案） （新設）
七

会計年度任用職員の報酬の額、報酬の支給、費用弁償及び期末手当に関する事項について規定

する。

7 関係条例の施行期日

令和2年4月1日

､



別紙1 会計年度任用職員（専門職） と現行制度の嘱託職員との制度比較

小平市会計年度任用職員（専門職） 小平市嘱託職員（現行）項 目

○新地方公務員法第22条の2第1項第1号の規定により、一般職の非常勤職員として任用す
る。 …

○地方公務員法第3条第3項第3号の規定により、特別職の非常勤職員として任用する。①任用根拠(1)任用

○ 1年以内とし､.会計年度は超えないものとする。 ○ 1年以内とする。②任用期間

○原則、公募によることとし、その方法については市報、ホームページ等で周知する。
ただし、⑤に掲げる公募によらない再度任用の場合を除く。 ~

③募集方法 ○同右

○原則、採用試験を実施する。④採用方法 ○同右

公募によらない再度任用に際しては、人事評価結果等に基づいて行う。
公募によらない再度任用は、連続4回を限度とする。
なお、当該上限回数に達した職員でも､翌年度の採用試験の受験資格がある。

公募によらない再度任用に際しては、所属長等との面談を経て行う。
公募によらない再度任用は、原則、連続2回を限度とする。
なお、 当該上限回数に達した職員は、 1年度間採用試験の受験資格がない。

○
○

○
○⑤公募によらない

再度任用

○新地方公務員法第22条の2第7項の規定により、 1月の条件付採用とする。⑥条件付採用
○地方公務員法の規定は適用されないため、該当なし

○新地方公務員法第23条の2の規定により、人事評価を実施する。⑦人事評価

○原則として、休憩時間を除き、 1週間について30時間を超えない範囲内において、任命権者
又は任命権者の承認を得て所属長がこれを定める。 ，

○勤務時間は、休憩時間を除き、 1週間について30時間を超えない範囲内において、任命権者
又は任命権者の承認を得て所属長がこれを定める。

(2)勤務条件

・服務
①勤務時間

ロ

○原則として所定外勤務は命じない。②所定外勤務 ○同右

○年次休暇のほか、常勤職員に準じた特別休暇を付与する。詳細は、別紙3 「会計年度任用職員
の休暇・職免等制度（案） 」のとおり

○~年次休暇、公民権行使、父母の祭日、忌引き、夏季特別休暇を与えることができる。
③休暇制度

④営利企業等
の従事

○地方公務員法の規定は適用されないため、該当なし○営利企業等に従事する場合は、任命権者へ届出を行うものとする。

○心身の故障のため職務の遂行に支障があり又はこれに堪えない場合、職に必要な適格性を
欠く場合は、免職処分を行う。

○勤務実績が良くない場合、心身の故障のため職務の遂行に支障があり又はこれに堪えない場
合、職に必要な適格性を欠く場合は、分限処分（免職又は休職）を行う。また、服務に関する
規定に違反した場合は、懲戒処分（戒告、減給、停職又は免職）を行う。

⑤分限･懲戒処分

○新地方公務員法第16条に定める欠格条項が適用される。⑥失職（欠格条項）
○地方公務員法の規定は適用されないため〈該当なし

○新地方公務員法第49条の2の規定により、不利益処分を受けた職員は、公平委員会に対して
審査請求をすることができる（条件付採用期間中の場合を除く。 ） 。

⑦審査請求

○職員団体を組織し、又は加入することはできない｡
ただし、労働組合法に基づく労働組合を組織し、又はこれに加入することができる。

○職員団体を組織し、又はこれに加入することができる。
⑧恥員団体等

○第1種報酬（基礎報酬） 、第2種報酬（通勤費相当額) ~ 、期末手当を支給する。 ○基礎報酬、第1種付加報酬及び第2菰付加報酬（通勤費相当額）を支給する。①給付の種類(3)報酬

○やむを得ず所定外勤務を行った場合は、常勤轍員の例により、時間外勤務手当に相当する報酬
￥

を支給する。
②所定外勤務に
対する報酬

○同右

○通勤のため交通機関を利用して、その運賃を負担することを常例とする嘱託職員（交通機関を
利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道2キロメートル未満である
ものを除く。 ）に対して、再任用短時間勤務職員の例により支給する。

③通勤費相当分 ○同右

○第一種付加報酬（期末・勤勉手当相当）は、基準日 （6月1日及び12月. 1日、 3月1日）に
在籍している場合に支給する。
○平成30年度は、 4． 5月分を支給した。

○期末手当は、基準日 （6月1日及び12月1日）に在籍し、かつ、会計年度内において6月以
上の任用期間がある場合に支給する。
○期末手当の支給月数は、常勤職員の支給月数（2． 6月）を適用する。
○第一種報酬（基礎報酬）の支給単位が日額又は時間額の場合の期末手当基礎額は、基準日より
前6月間における実支給額を任用月数で除して得た額とする。

④期末手当

○鉄道賃、宿泊料を支給する。○支給方法及び算定方法は、常勤職員の例による。

○同右

○労働者災害補償保険法又は小平市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する
条例の定めるところによる。

○同右

○制度なし

⑤出張の費用弁償

○健康保険法、厚生年金保険法雇用保険法の定めるところにより、健康保険、厚生年金保険及び
雇用保険に加入する （40歳以上の職員は、介護保険に加入する。 ） 。①社会保険(4)社会保険等

○小平市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例に定めるところによる
②災害補償

○週当たりの勤務時間が常勤職員の2分の1 （週19． 375時間）以上の者を健康診断の対象
とする。③健康診断

○制度あり退職報償金(5)その他



職恥砕零脚"，
別紙2 会計年度任用職員（アシスタント職） と現行制度の臨時職員との制度比較

項 目 小平市会計年度任用職員（アシスタント職） 小平市臨時職員（現行）

○新地方公務員法第22条の2第1項第1号の規定により、一般職の非常勤職員として任用す
る。 ．①任用根拠(1)任用 ○地方公務員法第22条第5項の規定により、一般職の非常勤職員として任用する。

○ 1年以内とし、会計年度は超えないものとする。②任用期間 ○ 6月以内とする。

③募集方法 ○同右 ○随時、ホームページ等で登録の案内を行う。

○登録申込書又は履歴書等により登録をした者の中から書類選考する。④採用方法 ○同右

⑤任用手続 ○同右 ○任用する際には、任用申請書により、任用担当部長（総務部長等）の承認を得る。

○地方公務員法第22条第1項の規定により、条件付採用とはならない。⑥条件付採用 ○新地方公務員法第22条の2第7項の規定により、 1月の条件付採用とする

⑦人事評価 ○新地方公務員法第23条の2の規定により、人事評価を実施する。 ○ 運用上、人事評価は実施していない。

勤務時間は、一部の職種を除き、原則として1日5． 5時間、週5日以内とする

原則として所定外勤務は命じない。

(2)勤務条件

・服務
①勤務時間 ○同右 〕

一
（
〕②所定外勤務 ○同右

○年次休暇のほか、常勤職員に準じた特別休暇を付与する。詳細は、別紙3 「会計年度任用職員
の休暇・職免等制度（案） 」のとおり

③休暇制度 ○労働基準法の基準により、年次休暇を与える。

④営利企業等
の従事

○営利企業等に従事する場合は、任命権者へ届出を行うものとする。 ○営利企業等に従事する場合は、任命権者の許可を得なければならない。

○勤務実績が良くない場合、心身の故障のため職務の遂行に支障があり又はこれに堪えない場
合、職に必要な適格性を欠く場合は、分限処分（免職又は休職）を行う。また、服務に関する
規定に違反した場合は、懲戒処分（戒告、減給、停職又は免職）を行う6‐

○服務に関する規定に違反した場合は、懲戒処分（戒告、減給、停職又は免職）を行う。
⑤分限・懲戒処分

~~

⑥失職（欠格条項） ○同右 ○地方公務員法第16条に定める欠格条項が適用される。

○新地方公務員法第49条の2の規定により、不利益処分を受けた職員は、公平委員会に対して
審査請求をすることができる （条件付採用期間中の場合を除く。 ） 。

○地方公務員法第29条の2第1項の規定により、公平委員会に対して審査請求をすることがで
きない。

⑦審査請求

⑧職員団体等 ○同右 ○職員団体を組織し、又はこれに加入することができる。

○第1種報酬（基礎報酬） 、第2種報酬（通勤費相当額） 、期末手当を支給する。 ○基本賃金及び付加賃金（通勤費相当額）を支給す~る。①給付の種類(3)報酬

②所定外勤務に
対する報酬

○やむを得ず所定外勤務を行った場合は、常勤職員の例により、時間外勤務手当に相当する報酬
を支給する。

○同右

○通勤のため交通機関を利用して、その運賃を負担することを常例とする会計年度任用職員（交
通機関を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道2キロメートル未満
であるものを除く。 ）に対して、最も低廉となる運賃等（運賃、時間、距離等の事情に照らし最
も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃等の額であって、定期券
又は回数乗車券その他の定期券以外のもののうち、最も低廉となる額の総額をいう。 ）を支給す
る。

○通勤のため交通機関を利用して、その運賃を負担することを常例とする臨時職員（交通機関を
利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道2キロメートル未満である者
を除く。 ）に対して、住居から勤務地までの往復の運賃に支給対象月の勤務日数を乗じて得た額
を支給する。

③通勤費相当分

○期末手当は、基準日 （6月1日及び12月1日）に在籍し、かつ、会計年度内において6月以
上の任用期間がある場合に支給する。
○期末手当の支給月数は、常勤職員の支給月数（2． 6月） ‘を適用する｡．
○． 第一種報酬（基礎報酬）の支給単位が日額又は時間額の場合の期末手当基礎額は、基準日より
前6月間における実支給額を任用月数で除して得た額とする。

○制度なし

④期末手当

○鉄道賃、宿泊料を支給する。|⑤出張の費用弁償 ○支給方法及び算定方法は、常勤職員の例による。

○．健康保険法、厚生年金保険法雇用保険法の定めるところにより、健康保険、厚生年金保険及び
雇用保険に加入する （40歳以上の職員は、介護保険に加入する。 ） 。(4)社会保険等 ①社会保険 ○同右

○労働者災害補償保険法又は小平市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する
条例の定めるところによる｡

②災害補償 ○同右

○週当たりの勤務時間が常勤職員の2分の1－ （週19． 375時間）以~上で任用期間が1年（特
，定業務に従事するものについては6月）以上である者を健康診断の対象とする。

○週当たりの勤務時間が常勤職員の2分の1 （週19， 375時間）以上で任用期間が1年（特
定業務に従事するものについては6月）以上である者を健康診断の対象とする。 （対象となる臨
時職員はいない。 ）

③健康診断

○制度なし(5)その他 退職報償金 ○同右



別紙3
【休暇制度】

会計年度任用職員の休暇･職免等制度(案）

癖■■■■壷 ~~~ ~｜取得期間等番号|項目

口
1 ．

ウ

○任用期間が12か月に満たない場合は､以下の日数を付与する。

。 ． ．T年間の

所定勤務日数

・ 4日～72日

年次有給休暇I

○必要と認められる時間の取得を認める。職員が選挙権その他公民としての権利を行使~する
場合で､その勤務しないことがやむを得ないと認めら
れるとき。

公民権行使２

○必要と認められる時間の取得を認める。職員が証人､鑑定人､参考人等として国会､裁判
所､地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する

場合で､その勤務しないことがやむを得ないと認めら
れるとき。

官公署出頭も

○必要と認められる期間の取得を認める。0

職員が骨髄移植のため骨髄液の提供希望者として
その登録を実施する者に対して登録の申出を行い、

又は骨髄移植のため配偶者､父母､子及び兄弟姉妹
以外の者に骨髄液を提供す~る場合で､当該申出又は

提供に伴い必要な検査､入院等のため勤務しないこ

とがやむを得ないと認められるとき。

骨髄移植等4

○常勤職員の例により､結婚式等の日から連続する7日の範囲内の期間の取得を認める。職員が結婚~する場合で､結婚式､旅行その他の結
婚に伴い必要と認められる行事等のため勤務しない
ことが相当であると認められるとき。

結婚休暇5

○出産の前後16週間(多胎妊娠の場合は22週間)以内の取得を認める。61産前産後休暇 ｜女性職員が出産する場合

○1日2回それぞれ45分以内又は1日1回90分以内の取得を認める。
○ただし､1日の勤務時間が4時間以下の日は､1日1回45分以内の取得を認める。

生後1年3月に達しない生児を育てる職員が､その
生児の保育のために必要と認められる授乳等を行う

場合

育児時間7

○必要と認められる期間の取得を認める。生理日において勤務することが著しく困難である女
性職員

生理休暇8

○常勤職員の例により、以下の範囲内で必要と認められる時間について取得を認める｡
妊娠6月まで4週間に1回、妊娠7月以上2週間に1回、妊娠10月以上1週間に1回

産後1年までその間に1回

~~

妊産婦である女性職員が医師等の健康診査､保健
指導を受ける必要があるとき。

妊婦の定期検診９

○正規の勤務時間の始め又は終わりにおいてそれぞれ30分の範囲内の期間で取得を認める。

○ただし､1日の勤務時間が4時間以下の日は､30分を超えない範囲内で取得を認める。 ．
妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の
混雑程度が母体の健康維持に重大な支障を与える
程度に及ぶものと認められるとき。

妊婦の通勤緩和10

職員の親族が死亡した場合で､職員が葬儀､服喪

その他の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等
のため勤務しないことが相当であると認められると
き。

○忌引等は親族に応じ5日以内の連続する日数(葬儀のため遠隔地に赴く場合にあっては､往復に要する

日数を加えた日数)の範囲内の期間の取得を認める。
忌引休暇11

○必要と認められる期間の取得を認める。感染症の予防及び感染症の患者に対す~る医療に・
関する法律(平成10年法律第114号)による就業制限
又は交通の制限若しくは遮断により勤務しないことが

やむを得ないと認められるとき。

感染症予防12

○7日の範囲内の期間の取得を認める。
地震､水害､火災その他の災害により職員の現住
居が滅失し、又は損壊した場合で､職員が当該住居

の復旧作業等のため､勤務しないことが相当であると
認められるとき。

現住居の滅失等13

○必要と認められる期間の取得を認める。地震､水害､火災その他の災害又は交通機関の事
故等により出勤することが著しく困難であると認めら

れる場合

電車の遅延等14

○必要と認められる期間の取得を認める。地薩､水害､火災その他の災害時において､職員
が通勤途上における身体の危険を回避するため勤務

しないことがやむを得ないと認められる場合

災害交通遮断15

○下表の日数以内の取得を認める。

『

I

I

夏季の期間(7月1日から9月30日までをいう。）にお

いて､職員が心身の健康の維持及び増進又は家族
生活の充実のため勤務しないことが相当であると認

められる場合

夏季休暇16

1 1 ，

○ただし､勤務日ごとの勤務時間の時間数が異なる職員の夏季休暇については､任命権者が別に定め
る。

週

斤定勤務日聾

1日

2日

3日

4日

5日以上

週所定勤務時間so時間以上

1年間の

8～72日

－120日

～168日

～2T61＝

『日以上

1年目

1日

3日

5日

7日

10日

10日

2年目

全日

4日

6日

B日

11日

11日

3年目

2日

4日

5日

9日

12日

12日

4年目

2日

5日

B臼

10日

14日

14日

S年目

9日

6日

9日

12日

16日

16日

S年目

3日

6日

10日

13日

18日

18日

7年目

S日

7日

11日

15日

20日

20日

－
７
’
｜
哩

喧

’

２

週一

所定勤務日数

1日

2日

3日

4日

5日以上

1

Z17日脾』ト

－1 S日

フ曰

10日

5日

7日

10日

S日

フ曰

1口日

S日

7日

10日

5日

7曰

10日

3日

4日

S日

2日

3日

4日

2日

Z日

3日

1日

Z日

a日

1日

1日

2日

○日

1日

1日

169～216日

壷局亟三動議両面ご口同寺満腔』卜 10日 10日 10日

日 3日 e日 3日 3日 3日 2日 1日 1日 1日 1日 0日

11力、月

1日

1o力､月

1日

g力､月

1日

B力､月

1日

アカ､月

1日

巳力､月

1日

S力､月

0日

4力､月

0日

a力､月

○日

2力､月

○日

1力､月

0日

10日 S日 4日 3日 3日 之日 1日

週

所定勤務日誰

~

5日以上

4日以上

5日未満

4日未満

1年間の

折定勤務日数

217日以上

h

169～216日

168日以下

勤務時間

週29時間を超える者

週20時間以上

29時間以下の者

週2o時間未満の者

週25時間以上の者

週20時間以上
25時間未満の者

週20時間未満の者

週25時間以上の者

週25時間未満の者

付与日数

3日

2日

付与なし

2日

1日

付与なし

1日

付与なし



○中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員に5日(子が複数の場合は10日)以内の取得を認
める。

○ただし､週の所定勤務日数が3日以上又は1年間の所定勤務日数が121日以上の

場合に限る。
○時間単位での取得を認める(1日の勤務時間が4時間以下の場合を除く｡)。

子の看護のため勤務しないことが相当であると認め

られる場合
子の看護休暇17

~

○5日(要介護者が複数の場合は10日)以内の取得を認める。
○ただし､週の所定勤務日数が3日以上又は1年間の所定勤務日数が121日以~この

場合に限る。
○時間単位での取得を認める(1日の勤務時間が4時間以下の場合を除く｡）。

要介護者の介護その他の任命権者が別に定める
世話を行う職員が､当該世話を行うため勤務しないこ
とが相当であると認められる場合

短期の介護休暇
■ ､

杷

○2週間以上にわたり介護を必要とする一の継続する状態ごとに､連続する93日の期間内において､必要

と認められる期間及び回数について取得を認める。 ．
○ただし､次のいずれにも該当する場合に限る。

①引き続き在職した期間が1年以上’ ． ，
②開始予定日から93日を経過する日から6月を経過する日までにその任期が満了すること及び引き続き
任用されないことが明らかでない。

③週の所定勤務日数が3日以上又は1年間の所定勤務日数が121日以上
○93日の期間経過後であっても､当該年度末までの期間に限り、更に2回まで承認可能とする｡ただし､合
算して最大93日とする。

○定められた勤務時間の始め又は終わりに4時間の範囲内で､時間単位での取得を認める。
※引き続き在職した期間が1年未満で一定の条件を満たす場合は､介護欠勤を認める。

職員が配偶者(届出をしないが事実上婚姻関係と同
様の事情にある者を含む｡)､父母､子､祖父母､孫及

び兄弟姉妹で負傷､疾病又は老齢により2週間以上
の期間にわたり日常生活を営むことに支障があるも

のの介護をするため勤務しないことが相当であると認
められる場合

介護休暇(長期）19

｜ ，

I

○一般職の非常勤の職として介護時間を取得した初日から通算し､3年の期間内に限り、定められた勤務
時間の始め又は終わりにおいて、1日2時間(1日の勤務時間から5時間45分を減じた時間)以内の取得を
認める。

○ただし､次のいずれにも該当する場合に限る。

①引き続き在職した期間が1年以上
②1日の勤務時間が6時間15分以上である勤務日がある。
③週の所定勤務日数が3日以上又は1年間の所定勤務日数が121日以上
○介護休暇の取得期間中においては､介護時間の取得は不可とする。 '
○30分を単位とし､部分休業又は育児時間と同日に利用する場合は、1日につき合計で2時間の取得を限

度とする。

職員が要介護者の介護をするため1日の勤務時間

の一部について勤務しないことが相当であると認めら
れる場合

介護時間20

、

○子が1歳(一定の場合は2歳)に達する日まで取得を認める。

○ただし､次のいずれにも該当する場合に限る。

①引き続き在職した期間が1年以上
②子が1歳6か月に達する日までの間に､その任期が満了すること及び引き続き任用されないことが明ら
かでない。

③週の所定勤務日数が3日以上又は1年間の所定勤務日数が121日以上

I

子を養育するための休業
育児休業勾千

単0

子が3歳に達する日まで､定められた勤務時間の始め又は終わりにおいて､30分を単位とし､1日2時間
日の勤務時間から5時間45分を減じた時間)以内の取得を認める。

ただし､次のいずれにも該当する場合に限る。
引き続き在職した期間が1年以上

1日の勤務時間が6時間15分以上である勤務日がある。
週の所定勤務日数が3日以上又は~1年間の所定勤務日数が121日以上

○
口
○
①
②
③

子を養育するため、 1日の勤務時間の一部を勤務し
ない休業

部分休業22

、

【職君 専念義務の免除I
取得期間等番号1項目 概 要

○必要最小限度の時間に限り承認する。職員団体による適法な交渉に参加するために認

められる職免
職員団体の適法な交
渉

1

○必要最小限度の時間に限り承認する。職員団体の役員選挙に伴う選挙運動等を行うた
めに認められる職免

職員団体の役員選挙2

○必要最小限度の時間に限り承認する。職員団体の執行機関等の運営を行うために認め

られる職免
職員団体の運営３

○必要最小限度の時間に限り承認する。職務遂行に直接関係のある資格免許等の試験を
受験するために認められる職免

資格免許の試験受験4

○必要最小限度の時間に限り承認する。消防団員の業務に従事するために認められる職
免

消防団員の業務従事5

○医師等の指導に従い､その都度必要と認められる期間に限り承認する。①妊娠中の職員で､医師等の指導により休養等の
必要があるとされた場合に認められる職免

②妊娠中及び出産後1年を経過していない職員で、
医師等の指導により勤務時間短縮の必要があると

された場合に認められる職免

プ

妊産婦休養6

○その都度必要な日又は時間在勤庁の事業の運営上の必要に基づく事業の停止
※台風の襲来等による事故発生の防止のた
，めの措置を含む。

在勤庁の事業停止7

【欠勤等】

蕃喜｢項目 概 要 取得期間等

○療養に必要な最低限の期間疾病又は負傷のため療養する必要があり､勤務し

ないことがやむを得ない場合の欠勤
傷病欠勤1

○2週間以上にわたり介護を必要とする－の継続する状態ごとに､連続する93日の期間内において
必要な期間及び回数

○ただし､次のいずれにも該当する場合に限る。

①引き続き在職した期間が1年未満
②週の所定勤務日数が3日以上又は1年間の所定勤務日数が121日以上
○93日の期間経過後であっても､当該年度末までの期間に限り、更に2回まで可能とする。
ただし､~合算して要勤務日数の4分の1を限度とする。

○定められた勤務時間の始め又は終わりに4時間の範囲内で､時間単位での欠勤も可能

疾病､負傷等により日常生活を営むことに支障が
ある配偶者等(2週間以上にわたり介護を必要とす

る一の継続する状態にある者に限る｡）の介護をす

るため､勤務しないことが相当であると認められる
場合の欠勤 ．

介護欠勤２

○子が1歳(一定の場合は2歳)に達する日までの期間
○ただし､次のいずれにも該当する場合に限る。 ．
①引き続き在職した期間が1年未満
②週の所定勤務日数が3日以上又は1年間の所定勤務日数が121日以上

I

子を養育するための欠勤育児欠勤３

【時間外労働等の免除等】
■■ﾛ§罐2班晴鴎番号|項目 概 要

○、妊娠中及び出産後1年を経過する日まで妊産婦から請求があった場合には､時間外労働及
び深夜労働を命じることはできない。

時間外労働等の免除1

子を養育~す~る職員若しくは要介護者の介護をす~る

職員から請求があった場合には､公務に支障がある

場合を除き､定められた勤務時間を超えて勤務を命
じることができない。

○養育する子が3歳に達する日まで

○配偶者又は2親等以内の親族で疾病､負傷又は老齢により日常生活を営むことに支障がある者の介護
超過勤務の免除２

○養育する子が小学校の就学の始期に達するまで

○配偶者又は2親等以内の親族で疾病､負傷又は老齢により日常生活を営むことに支障がある者の介護
子を養育する職員若しくは要介護者の介護をする

職員から請求があった場合には､公務に支障がある
場合を除き、月24時間又は年150時間を超えて超過

勤務を命じることができない。

超過勤務の制限３

子を養育す~る職員若しくは要介護者の介護をす~る

職員から請求があった場合には､公務に支障がある
場合を除き､深夜における勤務を命じることができな

い。

○養育する子が小学校の就学の始期に達するまで

○配偶者又は2親等以内の親族で疾病、負傷又は老齢により日常生活を営むことに支障がある者の介護
深夜業の制限4



職

令

員

和

資料②

年 8 月

課

元

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例（案） ≦

（小平市職員の分限に関する条例の一部改正）

第1条小平市職員の分限に関する条例（昭和32年条例第7号）の一部を次のように改

正する。

第3条中第4項を第5項とし、第3項の次に次の1項を加える。

4 法第22条の2第1項第1号に掲げる職員に対する前3項の規定の適用については、

これらの規定中「3年を超えない範囲内」 とあるのは「法第22条の2第2項の規定

により任命権者が定める任期の範囲内」 と、第2項中「3年に満たない場合」 とある~

のは「法第22条の2第2項の規定により任命権者が定める任期に満たない場合」 と

する。

（小平市職員の懲戒に関する条例の一部改正）

第2条小平市職員の懲戒に関する条例（昭和32年条例第8号） の一部を次のように改

正する。

第3条中「給料」の次に「 （法第22条の2第1項第1号に掲げる職員については、

報酬（小平市職員の給与に関する条例（昭和32年条例第17号）第9条の4に規定す

~ る通勤手当に相当する額及び同条例第1 1条に規定する時間外勤務手当に相当する額を

除く。 ） ） 」 を加える。

（小平市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第3条小平市職員の育児休業等に関する条例（平成4年条例第18号）の一部を次のよ

うに改正する。 ~

第2条を次のように改める。

（育児休業をすることができない職員）

第2条育児休業法第2条第1項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。

(1)次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員

ア次のいずれにも該当する非常勤職員

（ｱ）任命権者を同､じくする職~ （以下「特定職」 という。 ． ） に引き続き在職した期

間が1年以上である非常勤職員



（ｲ） 当該非常勤職員の養育する子（育児休業法第2条第1項に規定する子をいう。

以下同|じ° ）が1歳6か月に達する日 （以下「1歳6か月到達日」 という。 ）

までに、その任期（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了

すること及び特定職に引き続き任用されないことが明らかでない非常勤職員

（ｳ）勤務日数を考慮して規則で定める非常勤職員 ~

イ第2条の3第3号に掲げる場合に該当する非常勤職員（当該非常勤職員の養育

する子が1歳に達する日 （以下「1歳到達日」 という。 ） （当該子について当該

非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の1歳到達日後であ

~ る場合にあっては、 当該末日とされた日） において育児休業をしている非常勤職

員に限る。 ~ ）

ウ第2条の4に規定する場合に該当する非常勤職員（当該非常勤職員の養育する

子の1歳6か月到達日において育児休業をしている非常勤職員に限る。 ）

エその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員

であって、 当該育児休業に係る子について、 当該任期が更新され、又は当該任期

の満了後に特定職に引き続き任用されることに伴い、 当該任期の末日の翌日又は

当該引き続き任用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす~

るもの~

(2)小平市職員の定年等に関する条例（昭和59年条例第18号）第4条第1項又は

第2項の規定により引き続いて勤務している職員

第2条の3を第2条の5とし、第2条の2の次に次の2条を加える。

（育児休業法第2条第1項の条例で定める日）

第2条の3 育児休業法第2条第1項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、 当該各号に定める日とする。

~(1)次号及び第3号に掲げる場合以外の場合非常勤職員の養育する子の1歳到達日

（2）非常勤職員の配偶者（届出を~しないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の1歳到達日以前のいずれかの日

において当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規定による育児休業

（以下「地方等育児休業」 という。 ） をしている場合において当該非常勤職員が当



該子について育児休業をしようとする場合（当該育児休業の期間の初日とされた日

が当該子の1歳到達日の翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前

である場合を除く。 ） 当該子が1歳2か月に達する日 （当該日が当該育児休業の

期間の初日とされた日から起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当

該子の1歳到達日までの日数をいう。 ）から育児休業等取得日数（当該子の出生の

日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条その他の

規定による産前産後の休業により勤務しなかった日数と当該子について育児休業を

した日数を合算した日数をいう。 ） を差し引いた日数を経過する日より後の日であ

るときは、 当該経過する日） ~

(3) 1歳から1歳6か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の1

歳到達日 （当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休

業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に

該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の1歳到達日後であ

る場合にあっては、 ,当該末日とされた日 （当該育児休業の期間の末日とされた日と

当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの

日） ）の翌日（当該子の1歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当し

てその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員で

あって、 当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き任用され

るものにあっては、 当該任期の末日の翌日又は当該引き続き任用される日） を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって､~次に掲げる場合の

いずれにも該当するとき 当該子の1歳6か月到達日

ア 当該子につい､て、 当該非常勤職員が当該子の1歳到達日 （当該非常勤職員がす

る育児休業の期間の末日とされた日が当該子の1歳到達日後である場合にあって

は、 当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員

の配偶者が当該子の1歳到達日 （当該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日

とされた日が当該子の1歳到達日後である場合にあっては、 当該末日とされた

日） において地方等育児休業をしている場合

イ 当該子の1歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務のた

h



めに特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合

（育児休業法第2条第1項の条例で定める場合） ，

第2条の4 育児休業法第2条第1項の条例で定める場合は、 1歳6か月から2歳に達

するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の1歳6か月到達日の翌日 （当該

子の1歳6か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、 当該任期が更新

され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き任用されるものにあっては、 当該任

~期の末日の翌日又は当該引き続き任用される日） を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとする場合であって、次の各号に掲げる場合のいずれにも該当するとき

とする。

(1) 当該子について、 当該非常勤職員が当該子の1歳6か月到達日において育児休業

をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の1歳6か月到達日 （当該配

､ 偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の1歳6か月到達日後

~ である場合にあっては、 当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている~

~場合

（2） 当該子の1歳6か月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務

~ のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合

第3条に次の2号を加える。

（6）第2条の3第3号に掲げる場合に該当すること。

（7）その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員が、

当該育児休業に係る子について、 当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特

定職に引き続き任用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き任

用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとすること。

第5条の2第2項中 「している職員」の次に「 （地方公務員法（昭和25年法律第2~

61号）第22条の2第1項第1号に掲げる職員（次項において「会計年度任用職員」

という。 ） を除く。 ） 」を加え、同条に次の1項を加える。 ~

3 会計年度任用職員に係る第1項の規定の適用については、 同項中「3か月以内（基

準日が12月1日であるときは、 6か月以内） 」 とあるのは、 「6か月以内」 とする。



第6条を次のように改める。

~ （部分休業をすることができない職員）

第6条育児休業法第19条第1項の条例で定める職員は、次の各号のいずれにも該当

する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第28条の5第1項に規定する短時

間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」 という。 ） を除く。 ） とす

る。

(1)特定職に引き続き在職した期間が1年以上である非常勤職員

（2）勤務日数及び勤務日ごとの勤務時間を考盧して規則で定める非常勤職員

第7条の前の見出しを削り、 同条を次のように改める。

（部分休業の承認） ~

第7条部分休業の承認は、正規の勤務時間~(非常勤職員（再任用短時間勤務職員を除

く。以下この条及び次条において同じ。 ） にあっては、 当該非常勤職員について定め

られた勤務時間）の始め又は終わりにおいて、 ~30分を単位として行うものとする。

2 小平市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成6年条例第5号）第1 1

条及び別表第3第6号の規定によ‘る育児時間又は同条例第12条の2~の規定による介

護時間の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く。 ~ ） に対する部分休業の承

認については、 1日につき2時間から当該育児時間又は介護時間の承認を受けて勤務

しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。

3 非常勤職員に対する部分休業の承認については、 ’日につき、 当該非常勤職員につ

いて1日につき定められた勤務時間から5時間45分を減じた時間（当該非常勤職員

が育児時間又は介護時間の承認を受けて勤務しない場合にあっては､ 当該時間から当

該承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えない範囲内で行うものとする。

第8条に見出しとして「 （部分休業をしている職員の給与等の取扱い） 」 ~を付し、 同

条中~ 「職員」の次に「 （非常勤職員を除く。 ） 」 を加え、同条に次の1項を加える。

2 非常勤職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、 当該職員に支給する報

酬の額（給与条例第9条の4に規定する通勤手当に相当する額を除く。 ）のうちその

勤務しない時間数に相当する額を減額する。 ~

第9条に見出しとして「 （部分休業の承認の取消事由） 」 を付する。



（小平市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正）

第4条小平市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成6年条例第5号）の－

，部を次のように改正する。 ~

第16条を第17条とし、第15条の次に次の1条を加える。

（会計年度任用職員に対する特例） ~

第16条地方公務員法第22条の2第1項第1号に掲げる職員の勤務時間、休日、休

暇等については、第2条から第14条までの規定にかかわらず、その職務の性質等を

考慮し、規則で定める。

附則

この条例は、令和2年4月1日から施行する。



職員

令和

資料③

年 8 月

調
味
一
兀

小平市職員の分限に関する条例の一部改正新旧対照表(第1条関係）

＜該当条項抜粋＞

新 旧

（休職の期間）

第3条 （略）

2及び3 （略）

(休職の期間）

第3条 （略）

~2及び3 ~(略）

垣

4法第22条の2第1項第1号に掲げる職員に対する前3項の規定の適用につい

れらの規定中「3年を超えない範囲内」 とあるのは「法第22条の2ては、 こゞYづ、、 －

第2項の規定により任命権者が定める任期の範囲内」 と、第2項中「3年に

満たない場合」 とあるのは「法第22条の2第2項の規定により任命権者が定

める任期に満たない場合」 とする。

4 （略）~（略）
『一

0

小平市職員の懲戒に関する条例の一部改正新旧対照表(第2条関係）

＜該当条項抜粋＞

新 旧

（減給の効果）

第3条減給は、 1日以上6月以下の範囲で、給料

（減給の効果）

第3条減給は、 1日以上6月以下の範囲で、給料(法第22条の2第1項第1号に

掲げる職員については、報酬(小平市職員の給与に関する条例(昭和32年条

例第17号)第9条の4に規定する通勤手当に相当する額及び同条例第11条に

、



、

規定する時間外勤務手当に相当する額を除く ))の月額の10分の1以内を の月額の10分の1以内を

減ずるものとする。 減ずるものとする。

小平市職員の育児休業等に関する条例の一部改正新旧対照表(第3条関係）

＜該当条項抜粋＞

新 旧

(育児休業をすることができない職員） (育児休業をすることができない職員）

第2条~育児休業法第2条第1項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とす第2条育児休業法第2条第1項の条例で定める職員は、小平市職員の定年等

る。 に関する条例(昭和59年条例第18号)第4条第1項又は第2項の規定により引

（1） 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 ~き続いて勤務している職員とする。

~ ア次のいずれにも該当する非常勤職員

~
閂

．

》

鐸

謬
幸

’

洋

二

星

》

一

Ｆ

一

口

一

可

響ｈ

４

響

套

ｉ》

』

~

鑿

任命権者を同じくする職(以下「特定職」 という。 ）に引き続き(ｱ）~
、

在職した期間が1年以上である非常勤職員

(ｲ） 当該非常勤職員の養育する子(育児休業法第2条第1項に規定する

子をいう。以下同じ。 ）が1歳6か月に達する日（以下「1歳6か月到達

日」 という。 ）までに、その任期(任期が更新される場合にあって

は､-更新後のもの)が満了すること及び特定職に引き続き任用され

ないことが明らかでない非常勤職員 ~

（ｳ） 勤務日数を考慮して規則で定める非常勤職員~

イ第2条の3第3号に掲げる場合に該当する非常勤職員(当該非常勤職員



の養育する子が1歳に達する~日（以下「1歳到達日」 という。 ） （当該子

について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の1歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）にお

いて育児休業をしている非常勤職員に限る。 ）

第2条の4に規定する場合に該当する非常勤職員(当該非常勤職員のウ~

養育する子の1歳6か月到達日において育児休業をしている非常勤職員

に限る。 ）

その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしているエ~

非常勤職員であって、当該育児休業に係る子について、当該任期が更

新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き任用されることに

伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き任用される日を育児体

業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの

小平市職員の定年等に関する条例(昭和59年条例第18号)第4条第1項／r)、
Iムノ~

又は第2項の規定により引き続いて勤務している職員

(育児休業法第2条第1項の条例で定める日）

育児休業法第2条第1項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場第2条の3

合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。

非常勤職員の養育する子の次号及び第3号に掲げる場合以外の場合の
’

1歳到達日

非常勤職員の配偶者(届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に(2)~

ある者を含む。以下同じ。 ）が当該非常勤職員の養育する子の1歳到達日

以前のいずれかの日において当該子を養育するために育児休業法その他



｢地方等育児休業｜ という。 ）をしての法律の規定による育児休業(以下
‐竹

~いる場合において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようと

する場合(当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の1歳到達日の

翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を

当該子が1歳2か月に達する日（当該日が当該育児休業の期間の除く。 ）

初日とされた日から起算して育児休業等可能日数(当該子の出生の日か

ら当該子の1歳到達日までの日数をいう。 ）から育児休業等取得日数(当

該子の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法(昭和22年法律第49号）

第65条その他の規定による産前産後の休業により勤務しなかった日数と

当該子について育児休業をした日数を合算した日数をいう。 ）を差し引

いた日数を経過する日より後の日であるときは、当該経過する日）

(3) 1歳から1歳6か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当

該子の1歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該

当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若

しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日

当該末日と当該子の1歳到達日後である場合にあってはとされた日が

された日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業

の期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日

(当該子の1歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当してそ

の任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤

職員であうて、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き任用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引



き続き任用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき 当該~

子の1歳6か月到達日

当該子について《当該非常勤職員が当該子の1歳到達日（当該非常勤ア~

職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の1歳到達日後

重ある場合にあっては、 当該末日とされた日）において育児休業をし

ている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の1歳到達日（当該配

偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の1歳到

達日後である場合にあっては、 当該末日とされた日）において地方等

育児休業をしている場合

当該子の1歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的イ~

な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に

該当する場合

(育児休業法第2条第1項の条例で定める場合）

第2条の4 育児休業法第2条第1項の条例で定める場合は、 1歳6か月から2歳

に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の1歳6か月到達日

の翌日（当該子の1歳6か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当し

てその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常

勤職員であって、 当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き任用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き

続き任用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす

重場合であって、次の各号に掲げる場合のいずれにも該当するときとす



、

る。~

当該子について、 当該非常勤職員が当該子の1歳6か月到達日におい里

て育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の1歳6

か月到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の1歳6か月到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日）において地方等育児休業をしている場合

当該子の1歳6か月到達日後の期間について育児休業をすることが継(2)~

続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合

に該当する場合

第2条の3 （略）第2条の5 ~ (略）

(育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情）(育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情）

第3条育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に

掲げる事情とする。

(1)から(5)まで （略）

第3条育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に

掲げる事情とする。

(1)から(5)まで （略）

第2条の3第3号に掲げる場合に該当すること。(6)~

その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている皿

非常勤職員が､/当該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、

又は当該任期の満了後に特定職に引き続き任用されることに伴い、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き任用される日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとすること。

(期末手当等の支給）(期末手当等の支給） ~



第5条の2 （略）

2給与条例第17条第1項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている

第5条の2 （略）

2給与条例第17条第1項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている

職員職員(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の2第1項第1号に掲げる

職員(次項において「会計年度任用職員」 という。 ）を除く｡~ ） のうち、基

は、当該基

のうち、基

準日以前6か月以内の期間において勤務した期間がある職員にはく当該基

準日に係る勤勉手当を支給する。 ~

準日以前6か月以内の期間において勤務した期間がある職員には、

準日に係る勤勉手当を支給する。 ~

会計年度任用職員に係る第1項の規定の適用については、 同項中「3か月３
－

以内(基準日が12月1日であるときは、 6か月以内)」 とあるのは、 ．｢6か月

以内」 とする。

(部分休業をすることができない職員）

第6条 育児休業法第19条第1項の条例で定める職員は 次の各号のいずれに 第6条目1畦

も該当する非常勤職員以外の非常勤職員(地方公務員法第28条の5第1項に

規定する短時間勤務の職を占める職員(以下「再任用短時間勤務職員」 と

いう。 ）を除く。 ）とする。

(1) 特定職に引き続き在職した期間が1年以上である非常勤職員~

勤務日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して、規則で定める非常辺

勤職員

(部分休業の承認） (部分休業）

部分休業の承認は、正規の勤務時間(非常勤職員(再任用短時間勤務霊Z全 第Z全 部分休業の承認は、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、 1日
~

職員を除く。 以下こ~の条及び次条において同じ )にあっては、当該非常 を通じて2時間(労働基準法(昭和22年法律第49号)第67条の規定による育児

勤職員について定められた勤務時間)の始め又は終わりにおいて、 30分を 時間又は小平市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例(平成6年条例

単位~として行うものとする。 第旦号)第12条の2の規定による介護時間の承認を受けて勤務しない職員に



ついては、 2時間から当該育児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務小平市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例(平成6年条例第5号）2~

しない時間を減じた時間)を超えない範囲内で、職員の託児の態様、通勤第11条及び別表第3第6号の規定による育児時間又は同条例第12条の2の規

の状況等から必要とされる時間について、 ~30分を単位として行うものとす)に定による介護時間の承認を受けて勤務しない職員(非常勤職員を除く。

対する部分休業の承認については、 1日につき2時間から当該育児時間又は る。~

介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で

行うものとする。

非常勤職員に対する部分休業の承認については、 1日につき、当該非常勤
３

一

職員について1日につき定められた勤務時間から5時間45分を減じた時間

護時間の承認を受けて勤務しない場合育児時間又は介(当該非常勤職員が

にあっては、 当該時間から当該承認を受けて勤務しない時間を減じた時

間)を超えない範囲内で行うものとする。
ノ

(部分休業をしている職員の給与等の取扱い）

第8条職員 が部分休業の承認を受けて勤務しない場第8条職員(非常勤職員を除く。 ）が部分休業の承認を受けて勤務しない場

合には、給与条例第10条の規定にかかわらず、その勤務しない1時間につ

き、給与条例第14条に規定する勤務1時間当たりの給与額を減額して給与

を支給する。

合には、給与条例第10条の規定にかかわらず、その勤務しない1時間につ

き、給与条例第14条に規定する勤務1時間当たりの給与額を減額して給与

を支給する。

非常勤職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、当該職員に２
’

支給する報酬の額(給与条例第9条の4に規定する通勤手当に相当する額を

除く。 ）のうちその勤務しない時間数に相当する額を減額する。

(部分休業の承認の取消事由）

第9条一(略）第9条 （略）



小平市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正新旧対照表(第4条関係）

＜該当条項抜粋＞

新 旧

（会計年度任用職員に対する特例）

第16条地方公務員法第22条の2第1項第1号に掲げる職員の勤務時間、休

日、休暇等については、第2条から第14条までの規定にかかわらず、その

職務の性質等を考慮し、規則で定める。

第16条 （略）第17条 （略）

』



職

令

資料④

年 8 月

員

和

課

元

小平市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（案） ~

（趣旨）

第1条会計年度任用職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の2第

1項第1号に掲げる職員をいう。以下同じ。 ）の報酬、費用弁償及び期末手当の額並び

にその支給方法については、別に定めがあるもののほか、 この条例の定めるところによ

る。

（報酬の額）

第2条会計年度任用職員に対する報酬の額は、 日額、月額又は時間額で定めるものとし、

別表第1に定める額を超えない範囲内において、別表第2に定める勤務態様に対応した~

支給単位により、任命権者があらかじめ市長と協議して定めるものとする。

2 前項の規定にかかわらず、職務の性質上これによりがたい職にある者の報酬の額は、

任命権者があらかじめ市長と協議して定める額とする。

3 前2項の規定により報酬の額を定める場合には、会計年度任用職員の職務の複雑性、

困難性、特殊性及び責任の軽重に応じ、かつ、常勤職員の給与との権衡を考慮してしな

ければならない｡~

4 前3項に規定するもののほか、報酬の額に関し必要な事項は、規則で定める。

（報酬の支給） ~

第3条 日額の報酬は、月の初日からその月の末日までの間における勤務日数により計算

した総額を翌月15日までに支給する。

2 月額の報酬の支給方法は、小平市職員の給与に関する条例（昭和32年条例第17号。

以下「給与条例」 という。 ）の適用を受ける職員の例による。

3 時間額の報酬の支給方法は、任命権者が定める。 ‐

4 会計年度任用職員が所定の勤務日数及び勤務時間数の全部又は一部について勤務しな

いときは、規則で定める場合を除き、その勤務しない日数及び時間数の報酬の額を支給

しない。

（費用弁償）

第4条会計年度任用職員が公務のため出張したときは、その費用を弁償する。

2 費用弁償は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、 日当、宿泊料及び食事料とする。

f
ﾛ



3 費用弁償の額、支給方法及び算定方法は、小平市職員の旅費に関する条例（昭和36

年条例第9号）の適用を受ける職員のうち規則で定めるものの例による。

（期末手当）

第5条期末手当は、 6月1日及び12月1日 “ （以下こ~の項において「基準日」 とい

う~。 ） にそれぞれ在職する会計年度任用職員（規則で定める会計年度任用職員を除

く。 ） に対して、それぞれ基準日の属する会計年度の市長が定める日に支給する。

2 期末手当の額は、第2条の規定により定められた報酬の額を基礎として規則で定める

額に、 100分の130を乗じて得た額に規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。

3期末手当の不支給及び一時差止めは、給与条例の適用を受ける職員の例による。

4 前3項に規定するもののほか、期末手当の支給等に関し必要な事項は、規則で定める。

（委任）

第6条~この条例に定めるもののほか、 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。

附則

この条例は、令和2年4月1日から施行する。

別表第1 （第2条関係）

時間額 ~ ~ ’
7， 300円’

月額~ ’
4~45， 000円’

日額

21 ， 900円

備考この表に定める報酬の額は､、給与条例第9条の4に規定する通勤手当に相当す

る報酬の額及び給与条例第1 1条に規定する時間外勤務手当に相当する報酬の額を

含まない。

別表第2 （第2条関係）

勤務態様、

日を単位とする勤務

日又は時間を単位としない勤務

時間を単位とする勤務

支給単位

日
一
月
一
噸



資料⑤

年 8 月

職員

令和

課

元

r

小平市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例施行規

則（案）

（趣旨）

第1条 この規則は、小平市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例（令和元年条例第 号。以下「条例」 という。 ） の施行に関し必要な事項を定める

ものとする。

（報酬）

第2条条例第2条に規定する報酬は、 この規則に定める第1種報酬及び第2種報酬とす

る。

（報酬の支払）

第3条条例の規定に基づく報酬の支払については、小平市職員の給与に関する条例（昭

和32年条例第1 7~号。以下「給与条例」 という。 ）第2条第1項の規定を準用する。

（第1種報酬）

第4条第1種報酬-とは､~条例第2条の規定により任命権者が定める報酬及び給与条例第

1 1条に規定する時間外勤務手当に相当する報酬をいう。

2 第1種報酬の額は、常勤職員の給与との権衡を考盧し、 ~同一の職務内容と認められる

職の前年度の第1種報酬の額を基準として、各年度の4月1日に見直すものとする。た

だし、 これにより難いと市長が認める場合は、 この限りでない。

3 給与条例第1 1条に規定する時間外勤務手当に相当する第1種報酬については、給与

条例第5条の2に規定する再任用短時間勤務職員の例により支給する。 この場合におい

て、勤務1時間当たりの報酬額の算定方法は、別表第1に定めるとおりとする。

第5条任命権者は、第1種報酬の額を定めたときは、 当該第1種報酬の額を告示するも
‐／

のとする6

（第2種報酬）

第6条第2種報酬とは、給与条例第9条の4に規定する通勤手当に相当する報酬であっ

て、条例第1条に規定する会計年度任用職員（以下単に「会計年度任用職員」 とい

う。 ）の通勤の事情等に応じ支給するものをいう。

第7条 日額の報酬を受ける会計年度任用職員（以下この条において「日額会計年度任用



職員」 という。 ） に対する1日当たりの第2種報酬の額は、 月の勤務日数における通勤

に要する最も低廉となる運賃等（運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合

理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃等の額であって、定期券又は回

数乗車券その他の定期券以外のもののうち、最も低廉となる額の総額をいう。 ） を月の

勤務日数で除して算定した額とする。ただし、交通機関又は有料の道路を利用しなけれ

ば通勤することが困難であると任命権者が認める日額会計年度任用職員以外の日額会計

年度任用職員であって、交通機関又は有料の道路を利用しないで徒歩により通勤するも

のとした場合の通勤距離が片道2キロメートル未満であるものには、支給しない。

2日額会計年度任用職員に対する1日当たりの第2種報酬の限度額は、 2， 600円と

する。

第8条月額の報酬を受ける会計年度任用職員に対する第2種報酬の額の算定については、

給与条例第9条の4 （同条第1項第2号及び第3号を除く。 ）の規定を準用する。

第9条時間額の報酬を受ける職員に対する第2種報酬の額の算定については、第7条の‘

規定を準用する。

第10条第6条から前条までの規定にかかわらず、任命権者が認めた場合においては、

第2種報酬を支給しないことができる。 ~

第1 1条第6条から第9条までの規定により算定する場合において、 1円未満の端数を

生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。

~ ~ （報酬の減額）

第12条職員が所定の勤務時間の全部又は一部について勤務しなかったときは、その勤

務しなかった時間数について、第1種報酬を支給しない6~ ~

2第1種報酬の減額に当たっての算定方法は、別表第2に定めるとおりとする。ただし、

~これにより難い場合の会計年度任用職員の報酬の減額の取扱いについては、市長が別に

定める。

3 ，第1種報酬の減額は、減額すべき事実のあった日の属する月又はその翌月の報酬支給

の際、行うものとする。ただし、やむを得ない理由により、当該報酬支給の際に報酬の

減額をすることができない場合には、その後の報酬支給の際、行うことができる。

（報酬の減額免除等）

御

､



第13条前条第1項の規定にかかわらず、会計年度任用職員が、小平市会計年度任用職

員の勤務時間、休暇等に関する規則（令和元年規則第 ~号。次項及び第19条第3項

において「勤務時間規則」 という。 ）第9条の規定により年次休暇を承認されている場

合は、第1種報酬は、減額しない。

2 前項に規定するもののほか、勤務時間規則別表第3第1号、第2号、第4号及び第1

0号から第15号までに規定する基準により特別休暇を受けた場合その他勤務しないこ

と及び第1種報酬の減額を免除することにつき任命権者の承認があった場合は、会計年

度任用職員に対する第1種報酬の減額を免除するものとする。

（費用弁償）

第14条条例第4条第3項の規則で定める職員は、小平市職員の旅費に関する条例（昭

和36年条例第9号）別表第1の行政職給料表(1)の適用を受ける職員で3級の係長又

はこれに相当する職以上の職務にあるものの項の適用を受ける職員以外の職員とする。

（期末手当の支給対象外職員）

第15条条例第5条第1項の規則で定める会計年度任用職員は、次に掲げる者とする。
～

(1)一会計年度において、同一の任命権者に任用される期間が通算して6月に満たない

者（任命権者が別に定める者を除く。 ）

(2)条例第5条第1項に規定する基準日 （以下「基準日」 という。 ）に新たに条例の適

用を受けることとなった者（第20条の適用を受ける者を除く。 ）

(3)地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下この条及び次条第2項第2号にお

いて「法」 という。 ）第28条第2項第1号の規定に該当して休職にされている者

（第19条第2項第4号において「休職中の者」 という。 ）

(4)法第28条第2項第2号の規定に該当して休職にされている者

(5)法第29条第1項の規定により停職にされている者

(6)法第55条の2第1項ただし書に規定する許可を受けている者

(7)地方公務員の育児休業等に関する法律（平成3年法律第1 10号。以下「育児休業

法」 という。 ）第2条第1項の規定による育児休業中の者（基準日に育児休業中の者

のうち、基準日以前6か月以内の期間（第18条において「支給期間」 という。 ）に

おいて勤務した期間（休暇の期間その他勤務しないことにつき特に承認のあった期間



、

（同項の規定により育児休業をしていた期間及び第3号から第5号までに掲げる者と

して在職した期間を除く。 ） を含む。 ）がある者を除く。 ） ~

（8）地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の1 7の規定により他の地方公

共団体に派遣されている者

（9）前各号に掲げる者のほか、任命権者が別に定める者

（期末手当基礎額）

第16条条例第5条第2項の規則で定める額（次項及び次条において「期末手当基礎

額」 というd )~は、次に掲げる額とする。

（1） 月額の報酬を受ける会計年度任用職員については、 当該職員の受ける第1種報酬

（給与条例第1 1条に規定する時間外勤務手当に相当する報酬を除く。以下この条に

おいて同じ。 ）の額~

~ （2） 日額又は時間額の報酬を受ける会計年度任用職員については、 当該職員の受ける第

~ ~ 1種報酬の額を市長が別に定める方法により月額に換算した額

2 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる会計年度任用職員の期末手当基礎額は、

当該各号に定める額とする。

(1)基準日において、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）の規定による
、

休業補償給付若しくは傷病補償年金（以下この号において「休業補償給付等｣~ とい

う。 ） ｛同法の規定による休業給付若しくは傷病年金（以下この号において「休業給

付等」 という。 ）又は小平市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関す

る条例（昭和42年条例第16号） の規定による休業補償若しくは傷病補償年金（以

下この号において「休業補償等」 と~いう。 ） を受けている者当該者の第1種報酬の

額に基づく期末手当基礎額。ただし、基準日現在において同法第12条の2の2第2

項又は同条例第9条第1項の規定により‘休業補償給付等、休業給付等又は休業補償等

を100分の70に減額されている場合においては、第1種報酬の100分の70の

額に基づく期末手当基礎額

(2)基準日において､~法第29条第1項の規定によりその報酬を減額されている者減

額された後の第1種報酬の額に基づく期末手当基礎額

(3)基準日において、育児休業法第2条第1項の規定による育児休業中の者基準日現



在において当該者が受けるべ~き第1種報酬の額に基づく期末手当基礎額

（4）任命権者が別に定める者任命権者が別に定める期末手当基礎額

第17条期末手当基礎額に1円未満の端数を生じたときは、 これを切り捨てるものとす

る。

（期末手当の支給割合）

第18条条例第5条第2項の規則で定める支給割合は、別表第3の左欄に掲げる支給期

間におけるその者の在職期間の区分に応じ、同表の右欄に定める割合とする。

（期末手当の支給割合の算定に係る在職期間）

第19条前条の在職期間は、条例の適用を受ける会計年度任用職員として在職した期間

について日を単位として計算する。

2 前項の期間の算定に当たっては、次に掲げる期間を除算する。 ~

（1）第15条第5号に掲げる者として在職した期間については、その全期間

（2）第15条第6号に掲げる者として在職した期間については、その全期間 ~

（3）小平市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例（平成6年条例第4号）第2

条の規定により職務に専念する義務を免除された期間のうち、第12条の規定により

第1種報酬が減額されるものについては､~その全期間 ；

~ （4）休職中の者又は第15条第4号に掲げる者として在職した期間については、その2

分の1の期間 ~ ~

（5）育児休業法第2条第1項の規定による育児休業中の者として在職した期間について

‘ は､~その2分の1の期間 ~

（6）任命権者が別に定める事由に該当し、勤務しなかった期間については、任命権者が

別に定める期間

3 勤務時間規則第2条の規定により定められた勤務時間の一部において、前項各号に掲

げる事由により勤務しないときは、任命権者が別に定める期間を除算する。

（在職期間の通算） ~

第20条次に掲げる者が、 引き続いて条例の適用を受ける会計年度任用職員となった場

合においては、条例の適用前のそれらの職員として在職した期間を、条例の適用後の在

，職期間に通算する。



（1）給与条例の適用を受けていた者

（2）前号に掲げる者のほか、任命権者が定める者

2 条例の適用を受ける会計年度任用職員で、異なる任命権者に任用された期間は､~通算

しない。

3 第1項の期間の算定については、任命権者が別に定める場合を除き、前条の規定を準

用する。

（期末手当の支給日）

第21条期末手当の支給日は、市長が別に定める。

~ （補則）

第22条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、任命権者が定める。

附則

（施行期日）

1 この規則は、令和2年4月1日から施行する。

（経過措置） ~

2 小平市会計年度任用職員の任用等に関する規則（令和元年規則第 号）附則第2項

に規定する任命権者が別に定める職に任用されている特別職の職員が条例の適用を受け

る会計年度任用職員に任用された場合の当該職員に支給する令和2年6月1日を基準日

とする期末手当に係る在職期間は、第20条の規定にかかわらず、条例の適用前の特別

職の職員として在職する期間を条例の適用後の在職期間に通算するものとする。 この場

合において、第18条中「別表第3」 とあるのは「附則別表第1」 と、 「支給期間」 と

あるのは「基準日以前3か月以内の期間」 と読み替えて適用する。

附則別表第1 ′

在職期間

15日未満

15日以上1か月未満

1か月以上1か月15日未満

lか月15日以上2か月未満

2か月以上2か月15日未満

2か月15日以上3か月未満

3か月 、 ‐

１

１

１

１

１

１

０

今

ロ

１

割給支
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５

６
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０

の

の

の

の

の

の
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分
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分
分
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分
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０
０
０
０
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０

０
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０
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０
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０
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０
ｌ
Ｏ
ｌ
０
ｌ
０

別表第1 （第4条関係）

時間額｜ 支給単位 日額 月額



算定方法 報酬日額を1 日の所

定勤務時間数（日に

よって所定勤務時間

数が異なる場合に

は、 1週間における

1日平均所定勤務時

間数） で除した金額

（ 1円未満四捨五

入）

報酬月額を月におけ

る所定勤務時間数

､ （月によって所定勤

務時間数が異なる場

合には、 1年間にお

ける1月平均所定勤

務時間数） で除した

金額（ 1円未満四捨

五入）

その時間額

別表第2 （第12条関係）

支給単位 日額 月額

算定方法 報酬日額を1日の所定勤務時間数

（日によって所定勤務時間数が異

なる場合には、 1週間における1

日平均所定勤務時間数）で除した

金額（ 1円未満四捨五入）に、欠

勤時間数（30分以上切上げ、 3

0分未満切捨て） を乗じた額

報酬月額を月における所定勤務時

間数（月によって所定勤務時間数

が異なる場合には、 1年間におけ

る1月平均所定勤務時間数）で除

した金額（ 1円未満四捨五入）

に、 ~欠勤時間数（30分以上切上

げ、 30分未満切捨て） を乗じた

額

備考勤務すべき月又は日の全期間が欠勤であったとき、又は減額すべき第1種報酬

の額が、減額すべき事実のあった日の属する月又は日において支給されるべき第1

種報酬の額より大であるか若しくはこれに等しいときにおける減額すべき第1種報

酬の額は、 当該支給されるべき第1種報酬の額とする。

別表第3 （第18条関係） ~

在職期間

lか月未満 ~

1か月以上2か月未満

2か月以上3か月未満

3か月以上4か月未満

4か月以上5か月未満

5か月以上6か月未満

6か月

１
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